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 本研究では，車車間通信により情報を共有・流布するセンタレスプローブシステム（CLP）のシミュレー

ション評価プラットフォームを開発し，CLP により共有された情報により周辺の交通状況を把握し渋滞を回

避する経路選択を可能とした．CLP は，周囲の車両から受信した情報を統合処理し，信頼性の高い交通情報

として周囲の車両に配信する分散型車両情報ネットワークが形成される．本編では，シミュレーション評価

プラットフォームの概要を紹介するとともに，CLP が普及したケースでのシミュレーションケーススタディ

を 3 種類の混入率で実施し，CLP による経路誘導によって効率的な道路利用がなされた場合の CO2 削減量を

定量的に評価し，CLP 運用時の有効性を評価する． 
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This paper describes the knowledge simulation platform in the Center-Less Probe Vehicle System (CLP), which 

disseminates and shares the traffic information via vehicle-to-vehicle communication. The reliability of the traffic data 

such as section travel speed measured by only one vehicle is small because of its large variability. One of the features of 

CLP is the knowledge integration which merges more than two traffic data measured by different CLP vehicles into one 

information in order to increase the reliability of the information. This paper describes the functions and the structure of 

the simulation platform for virtual CLP experiment and discusses the relationship between the penetration rate of CLP 

and the improvement of traffic efficiency and CO2 reduction through the computational experiment using traffic 

simulation. 
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1 はじめに 

近年，プローブ情報システムの実用化が進みつつ

あるが，インフラ設備を伴う通信基盤やセンタシス

テムの整備コストや情報を収集・配信するための通

信コストの負担が課題となっている．一方，車車間

通信を利用し，分散処理的に車載機だけで交通情報

の生成から収集，提供を行うセンタレスプローブシ

ステム（CLP）1)
が提案されている．これは，自車情

報を情報センタに集約して交通情報を処理，配信す

る「センタ型」に対比される形態で，自動車のセン

サ情報を周辺車両との車車間通信によって共有し，

移動しながら新たな情報を伝達・中継・収集する過

程で，より価値のある「交通情報」を統合処理によ

り生み出すものである．CLP では，大規模なインフ

ラ整備が不要なため，比較的簡便な機器構成で実現

可能であり，地域の状況に合わせた車両情報ネット

ワークの構築が可能である． 

 本研究では，CLP の交通情報を適用した経路誘導

を交通シミュレーションに組み込み，混雑緩和によ

る CO2 削減効果を評価した結果を報告する． 



2 シミュレーションによる評価 

 CLP アプリケーションは，複数の車両が協調して

効果を生み出す分散システムであり，その効果を評

価するためには，少なくとも数百から数千台の規模

で実験することが求められるが，この規模で実証実

験を行うには現状では困難であるため，数千台規模

のCLPがネットワーク状を走行するシミュレーショ

ン実験が必要となる． 

そこで，本研究では CLP を既存の交通シミュレー

ションソフトウェアに反映させると共に，交通シミ

ュレーションと連携するCLP通信シミュレータの開

発を行い，CLP による情報共有を模擬する評価プラ

ットフォームを構築し，シミュレーションによる評

価実験を行い，CO2 削減効果の評価を行う．  

シミュレーション実験に当たっては，現実に近い

状況を再現できるよう適切なデータセットを選定す

ると共に，フィールド実験で得られる通信要件パラ

メータを反映させる．評価においては，CLP の混入

率を段階的に変えることで，将来の普及状況に応じ

た CO2 削減効果を推計する． 

 

2.1 CLP 評価プラットフォームの構成 

図-1にCLP評価プラットフォームの概念図を示す． 

CLP 評価プラットフォームは交通シミュレータと

CLP 通信シミュレータにより構成される．交通シミ

ュレーションには広域交通流シミュレータ

「SOUND」

2)
を適用する．「SOUND」は車両移動モ

デルと経路選択モデルが交互に逐次動作する時間ス

キャン型のシミュレーションモデルである．これに

より，車両移動モデルで再現された交通状況を基に，

各道路リンクの渋滞状況を考慮した経路選択を実現

している．CLP 通信シミュレータは「SOUND」が生

成した車両用情報のコピーを保持し，SOUND から 1

スキャン毎に送信されるプローブ車両の位置と速度

に基づき，CLP アプリケーションの駆動，リンク情

報の交換，統合，削除を行う．経路選択に当たって

は「SOUND」からの経路選択要求に対し CLP アプ

リケーションが持つ交通情報を使用した最適経路プ

ランを与える． 

 

2.2 CLP 通信シミュレータの開発 

 CLP による情報共有の模擬にあたり，本研究では， 

CLP 通信シミュレータを新たに開発した．CLP 通信

シミュレータは下記の機能を実装している． 

1） 車両の状態管理 

 交通シミュレータが生成したプローブ車両と同期

した車両情報をCLP通信シミュレータが持つ車両ク

ラスに格納し，車両個々の走行リンク，及び速度情

報をシミュレーション内の時刻情報と共に走行状態

履歴として保持する． 

 車両クラスは交通シミュレータで車両が生成され

た時点で CLP 通信シミュレータ内にも同一 ID で生

成され，出発地，目的地の情報が格納され，目的地

到着時に両者から消滅する． 

車両クラスはリンク情報生成機能と，情報交換の

ための近隣車両リストを持つ． 

 リンク情報は，走行リンクの走行状態履歴が変化

した場合に生成され，リンク情報を管理する MP（車

両個々のメッセージプール）に登録される．リンク

情報の交換に際しては，交換対象となる近隣車両の

リストを参照する．近隣車両リストにはリンク情報

交換可能距離内を走行する全ての車両 ID が保持さ

れる． 

2 車間距離は図-2 の様に，リンク上の道のり距離

で計算され，自車位置から 2 回以上交差し到達する

リンクは電波到達距離内にあってもリンク情報交換
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図-1 CLP評価プラットフォーム 



 

図-2 リンク情報交換可能距離の計算 

 

不可とし，建物による電波の遮蔽を考慮した． 

 近隣車両リストの生成は以下の手順で行われる． 

① 自車周辺 9 メッシュに含まれるリンクを交換可

能リンクとし，探索用リンクリストを作成する． 

② 探索用リンクリストのリンクに対し道のり距離

を求め，リンク情報交換可能距離内に存在する

車両 ID を近隣車両リストに追加する． 

2） 情報生成アプリケーションの実装 

 走行リンクが変化した車両クラスに対し，前リン

クの走行履歴に基づく素情報の生成を行う．生成さ

れたリンク情報は，消費メモリの抑制のため，素情

報 DB（CLP 通信シミュレータが持つ各車共通のデ

ータベース）にユニークなメッセージ ID と共に記録

され，さらに MP（車両個々のメッセージプール）

にメッセージ ID を記録する．図-3 に素情報生成の

概念図を示す． 

3） 情報の交換 

車両の位置情報に基づき，情報の交換可能範囲に

走行している車両とリンク情報の交換を行う．情報

の交換は以下の手順で行われる． 

① MP に保持されているリンク情報を生成時間や

生成地点との距離等の優先度順に並べ替える． 

② 車両クラスの持つ近隣車両のリストを走査し，

情報交換対象車両を特定する． 

③ 情報交換対象車両に対して，MP 内のメッセージ

ID を優先度順に送信する．送信に際し，2 車間

の距離に基づく通信エラーレートに応じて，送

信されないリンク情報がランダムに発生する．

リンク情報を受信した車両は，送信されたメッ

セージ ID をバッファに一時蓄積する．これを，

全ての車両クラスで繰り返す． 

④ 受信バッファに蓄積されたメッセージ ID を MP

にコピーする．その際，重複する ID は無視され

る． 

4） 情報の統合（情報統合アプリケーションの実装） 

 MP 内のメッセージ ID を走査し，同一リンク情報

がある場合に統合処理

3)
を行う．統合処理では，同一

時間帯の重複する同一リンク情報に異常値除外，及

び平均，分散等を求める統計処理を施し 1 つのリン

ク情報に更新する．重複する情報を除去することで，

通信リソースの節約のみならず，情報の信頼性向上

が図られる．この統合情報も，素情報と同様に素情

報 DB にユニークなメッセージ ID と共に記録され，

さらに MP にメッセージ ID を記録し，統合に適用し

た素情報のメッセージ ID を MP から削除する． 

5） 情報の削除 

 シミュレーション時刻に従い，有効期限が過ぎた

リンク情報を素情報 DB とから削除し，各車の MP

から該当するメッセージ ID を消去する． 

6） 最適経路の計算 

 走行リンクが変化した車両クラスに対し，現在地

から目的地までの最適経路プランを，ダイクストラ

法による最短経路探索を適用し計算する．各リンク

のコストは，MP に保持されるメッセージ ID から参

照される素情報 DB のリンク情報に従い設定される． 

「SOUND」は，車両ごとの最適経路のプランを

CLP 通信シミュレータから受信し，「SOUND」にお

けるCLP車両の経路を更新する．以降，車両の更新，

経路の更新がシミュレーション終了時刻まで繰り返

される． 

 

3 シミュレーションケーススタディ 

 CO2 排出量の評価は，交通情報提供サービスが全

電波到達距離 

通信可能リンク 届かないリンク 

自車位置 

図-4 素情報の生成 

リンク始端からの速度変動が蓄積される 

V 

V 

1.素情報に ID を付番 

2.素情報 DB に情報本体を登録 

3.MP に ID を登録 

リンク退出時にリンク情報を生成 



ベース
幹線CLP

経験的な旅行時間経験的な旅行時間

CLPCLPによる旅行時間情報による旅行時間情報

幹線交通情報情報幹線交通情報情報

経験的な旅行時間

発

生

台

数

は

同

数

発

生

台

数

は

同

数

混

入

率

に

応

じ

た

台

数

の

プ

ロ

ー

ブ

ベース
幹線CLP

経験的な旅行時間経験的な旅行時間

CLPCLPによる旅行時間情報による旅行時間情報

幹線交通情報情報幹線交通情報情報

経験的な旅行時間

発

生

台

数

は

同

数

発

生

台

数

は

同

数

混

入

率

に

応

じ

た

台

数

の

プ

ロ

ー

ブ

 

図-5 車種構成と利用出来る交通情報 

 

くない状況を想定し，情報利用層をゼロとした場合

をベースに CLP 普及ケースと比較する． 

ケーススタディの情報利用層と利用可能な交通情

報の種類を図-5 に示す． 

CLP はセンタ型との協調を「理想型」としている

ことから，センタ型交通情報を利用する幹線交通情 

報利用層が幹線交通情報＋CLP 利用層に置き換え

られた物として評価する．幹線交通情報利用層は，

「SOUND」の経路選択ロジックにおいて，幹線道路

を情報提供リンクとして設定し，情報利用層はすべ

ての情報提供リンクの最新の交通状況を認知できる

ものとして最短時間経路選択を行う．CLP 利用層は，

この幹線交通情報の他，情報提供の無いリンクにお

けるCLPによる通信で取得した交通情報を加味した

最短経路選択を行うものとする． 

 評価に当たっては情報利用層の混入率を変え，ベ

ースとの差分で改善効果を確認する．効果のうち，

CLP の寄与分を把握するために，現況から幹線交通

情報利用層の混入率を変えたケースも評価を実施す

る．実際の交通状況下においては，運転者が必ずし

も最適経路案内に従うとは限らないが，推奨経路の

受容割合について今回は，CLP 技術の環境改善ポテ

ンシャルを知るために情報利用層はCLPによる推奨

経路を 100%受容するとして評価する．  

 

4 シミュレーションデータセットの概要 

本データセットのリンク数は 17535 本、道路総延

長 2530km，交差点数 3401 箇所，そのうち信号制御

交差点は 1766 箇所である．その内，幹線交通情報利

用層が情報提供を受けるリンクは，リンク数 8832

本，総延長は 1290km である．データセットの概要

を表-1 に示す． 

交通需要は，エリア内発生交通量の他，に矢印で

示すリンクを出発地とするエリア外からの発生交通

量を作成した．これは，H17 センサス OD 表に基づ

き関東圏で情報利用層なしのシミュレーションを実

施

4)
した上で，出発地とした境界リンクを通過する交

通量を交通需要として設定し，時間帯別 OD 表は，

交通乗用とした境界リンク交通量を時間帯別，目的

地別に集計し，これらの合計値が当該リンクのセン

サス交通量と同数となるように補正を行い作成した．

車車間通信における情報伝播については，最大通

信距離 800m，最大メッセージ交換率 14 メッセージ/

秒とし，2 車間距離が 0m で 100%受信．800m で 0％

となる 1 次式で距離による減衰を考慮した． 

4.1 現況再現ケースの実施 

 4 で構築したデータセットで，現況再現ケースの

シミュレーションを実施した．にシミュレーション

時間帯の平均速度，合計交通量を示す． 

 

 

表-2 シミュレーションデータセットの概要 

シミュレーション範囲 東京都区部環七以内の主要道路 

現況ケース（ベース）の

経路選択モデル設定 

交通情報非利用層：90% 

幹線交通情報利用層：10% 

交通需要 

H17センサスOD表に基づいて設定 

→ピーク時で約 4万台の車両がネ

ットワーク上を走行 

対象時間 

平日 5時間（AM6：00～AM11：00） 

（AM4:00～AM6:00 でプレラン） 

CLP 混入率 小型車の 3%,10%,20%  

 

図-6 シミュレーション範囲と交通需要作成リンク 

 
図-7 現況ケースの速度分布（左）と交通量分布（右） 

 



4.2 ケーススタディの実施 

4 で構築したデータセットで，CO2 排出量削減効

果のケーススタディを行った．混入率別の CLP 車両

の瞬間走行台数を図-8 に示す．混入率 20%で 9000

台程度の CLP が走行していることがわかる． 

 
図-8  CLP車両の瞬間走行台数 

台キロあたりの素情報の交換数は，混入率 3％で

160 個，混入率 10%で 120 個，混入率 20%で 80 個程

度，統合情報の交換数は，混入率 3％で 60 個，混入

率 10%で 80 個，混入率 20%で 90 個程度であった．

これは，CLP 混入率が高いほど車々間通信の機会数

が増え，情報の生成から統合情報の生成までのタイ

ムスパンが短くなることから高い混入率の方が確度

の高い交通情報を取得できていることを表す． 

4.3 速度・交通量の改善効果 

全時間帯におけるリンクごとの交通量のCLP普及

ケースとベースケースの比較を，混入率 10%を例に

図-9 に，混入率別の全リンク平均速度を図-10 に示

す．各混入率共に CLP 普及ケースの交通量が増加し，

リンク平均速度が向上する結果となった．これは，

ボトルネックである信号交差点での捌け残りが減少

し，流率の向上，並びに停止時間の減少を反映した

結果であり，渋滞リンクが減少したことを意味する．

このことから，CLP の混入により，効率的な道路利

用が行われたことがわかる． 

 

図-9 交通量の比較（混入率10%） 
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図-10 混入率別平均速度 

 

5 CO2 排出量の削減効果 

CO2 削減効果評価に当たっては，各車のリンク平

均旅行速度から（式 1），（式 2）に示す推計式

5)
を利

用して燃費・CO2 排出量を求める．  

大型車類 CO2 排出係数：  （式 1）  

250.2788
27.321 0.20876 1592.69[g/km]lFC v v

v
= − × + × + 　  

小型車類 CO2 排出係数：  （式 2） 

21427.33
2.8375 0.02360 191.762[g/km]sFC v v

v
= − × + × + 　  

 本研究では（式 1），（式 2）の v にリンク毎の 15

分平均速度を適用し，これに 15 分間の通過台数，リ

ンク長を乗じリンクの CO2 排出量を推計した．さら

に，シミュレーション範囲内の全リンクの排出量の

総計をとり，CO2 排出量とした． 

図-11，図-12 に CO2 排出量の全車種合計値，削

減率を，図-13，図-14 にプローブ車の CO2 排出量，

削減率を示す．なお，ベースケースの排出量は，小

型車の排出量合計に混入率を乗じて求めた． 

 全車種合計では，混入率 3％，10％，20％共に，

CLP 普及ケースと幹線交通情報利用ケースの両者と

もにベースケースからの CO2 削減率は約 2%となっ

た．プローブ車のみに着目すれば，より，CLP 普及

ケースの方が全ての混入率において幹線交通情報利

用ケースよりも大きな削減率となった． 

プローブ車の排出量が情報利用なしのケースに比べ

削減率が大きいのは，適切な経路誘導によって渋滞

を回避でき，より短い旅行時間で目的地へ到着でき

るためである．高い混入率で削減効果に若干の低下

が見られるのは，CLP の交通情報を 100%受容する

ため，車車間通信で受信した情報に従い経路選択を

行った結果，最適な効果が得られなかったものと考 



 

図-11 CO2 排出量（全車種合計） 

 

図-12 CO2削減率（全車種合計） 

 
図-13 CO2排出量（プローブ車） 

 
図-14 CO2削減率（プローブ車） 

えられる．そのため，幹線交通情報利用ケースに着

目すると，ベースケースはプローブ 0％であるので，

0％と 3％の間に削減率が最大となる混入率が現れ

る．一方，CLP 普及ケースの幹線交通情報利用ケー

スからの削減量を見た場合，混入率 20％での低減率

が最大であるので，CLP 普及ケースにおいては上記

の集中は低減されているものと考えられる． 

これは，CLP は幹線道路については，幹線交通情

報利用ケースと同じ情報を，それ以外の区間につい

て個々の車両が車車間通信による情報を利用して経

路誘導を行っているので，選択される経路が幹線交

通情報利用ケースに比べ分散されたためと考えられ

る．従って，全体削減効果は普及率に依存しない結

果ではあるが，既存プローブシステムに比べ CLP の

方が CO2 削減効果は大きいと考えられる． 

 

6 まとめと今後の課題 

シミュレーションによる CO2 削減効果評価を検

証するため，CLP 評価プラットフォームを構成し，

数千台規模でのシミュレーションケーススタディを

実施した． 

 CLP 評価プラットフォーム構築に当たっては，広

域交通流シミュレータ「SOUND」と今回新たに開

発した CLP 通信シミュレータを結合した．これによ

り，実際の交通状況を再現した車両の生成，更新，

及び経路選択を実現した． 

 ケーススタディの実施では，CLP 車のみに着目し

た場合，混入率 10%で CO2 排出量が 12%削減され

る結果となった．  

 今後は，混入率 100%ケースや，より実現可能性

の高いセンタシステムを接続したケースでの評価を

行う予定である． 

                                                   
本研究は，平成 22 年度総務省委託業務「ネットワーク

統合制御システム標準化等推進事業（環境負荷低減を実現

するためのワイヤレスシステムに関する要件）」の一環で

実施したものである． 
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